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犬山市集会所等建築費補助金交付要綱  

 

（目的）  

第１条  この要綱は、市民の生涯学習活動の振興を図るため、町内会

や地縁団体等市民の自治組織（以下「町内会等」という。）が管理

運営する公民館及び各種集会施設（以下「集会所等」という。）の

新築、改築又は修理（以下「実施事業」という。）に要する経費に

対し、予算の範囲内において交付する補助金について必要な事項を

定める。  

（用語の定義）  

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は次に定め

るところによる。  

(１ ) 集会所等とは、町内会等が設置し、かつ所有する施設で、学

習、集会等、自治活動の用に供する施設をいう。  

(２ ) 新築とは、集会所等を新たに建築することをいう。  

(３ ) 改築とは、既存の集会所等を取り壊し、新たに建築すること

をいう。  

(４ ) 修理とは、既存の集会所等の増築、改装、改修又は修繕をす

ることをいう。  

（補助事業）  

第３条  補助金の交付対象となる実施事業は、次の各号に該当するも

のとする。  

(１ ) 集会所等は、町内会等の所有で、１棟の延面積が 40㎡以上で

あること。  

(２ ) 実施事業に係る経費が、 50万円以上であること。  

(３ ) 集会所等の敷地は、町内会等が所有し、又は借り受けた土地

であること。ただし、借地である場合には、長期にわたり借用で

きることが確実なものであること。  

(４ ) 当該年度内に実施事業が完了することが確実であること。  

２  前項のほか、特に市長が必要と認める場合は、補助金交付の対象
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とする。  

（補助金の額）  

第４条  この要綱に基づく補助金は、次条に規定する補助金交付申請

書により市長が交付決定した実施事業に要する経費に対し、次の表

に示す額の範囲内で交付するものとする。ただし、一の町内会等に

つき一の集会所等に係る実施事業に要する経費に対してのみ補助金

を交付するものとし、補助金の額に千円未満の端数を生じたときは、

これを切り捨てる。  

事業の区分  補助金額  補助金額の上限  

新築又は改築  実施事業に要する経費

の２分の１  

500万円  

修理  実施事業に要する経費

の２分の１  

100万円  

２  前項の規定にかかわらず、実施事業に対し、本要綱によらない国、

県、市その他の団体からの補助金等が交付される場合は、当該補助

金等の額を実施事業に要する経費の額から控除するものとする。  

（交付の申請）  

第５条  補助金の交付を申請しようとする町内会等（以下「申請者」

という。）は、犬山市集会所等建築費補助金交付申請書（様式第１）

に次の書類を添付して市長に提出しなければならない。ただし、修

理の場合は同条第２号、第３号及び第５号に掲げる書類の添付を省

略することができる。  

(１ ) 実施事業を行う位置を示す略図  

(２ ) 敷地実測図  

(３ ) 集会所等の平面図及び立面図  

(４ ) 見積書の写し  

(５ ) 所有者が町内会等に対し当該土地を長期間貸し出す旨を承諾

したことを証する書類（借地の場合）  

(６ ) その他市長が必要と認める書類  
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（交付の決定及び通知）  

第６条  市長は、前条の規定により補助金の交付の申請があったとき

は、当該申請に係る書類等を審査し、必要に応じて実態調査を行い、

補助金の目的、内容及び金額の算定に誤りがないかどうかを調査し、

補助金を交付すべきと認めたときは、速やかに交付の決定をし、犬

山市集会所等建築費補助金交付決定通知書（様式第２）により当該

申請者に通知するものとする。  

２  前項の規定による補助金の交付を決定する場合において、市長は、

補助金の交付の目的を達成するため必要があるときは条件を付すこ

とができる。  

（申請の取下げ）  

第７条  申請者が、前条の規定による通知を受けた場合において、当

該通知に係る補助金の交付の決定の内容又はこれに付された条件に

不服があるときは、通知を受けた日から５日以内に申請の取下げを

することができる。  

２  前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る

補助金の交付の決定は、なかったものとみなす。  

（事業変更による決定の取消し等）  

第８条  市長は、補助金の交付の決定をした後において天災地変その

他の事情により事業の変更の必要が生じたときは、補助金の交付の

決定の全部若しくは一部を取消し、又はその決定の内容若しくはこ

れに付した条件を変更することができる。ただし、補助事業のうち

すでに経過した期間に係る部分については、この限りではない。  

（補助事業の遂行）  

第９条  申請者は、補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件

に従い善良な管理者の注意をもって補助事業を行わなければならな

い。  

（状況報告）  

第 10条  市長は、申請者に適正に執行させるため必要に応じ、申請者

に補助事業の執行の状況報告を求め、又は必要な指示を与えること
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ができる。  

（計画変更）  

第 11条  申請者が、第６条の規定による通知を受けた後において補助

事業の計画変更（廃止及び中止を含む。）をする場合は、直ちに次

に掲げる書類を市長に提出しなければならない。  

(１ ) 犬山市集会所等建築費補助事業計画変更承認申請書（様式第

３）  

(２ ) 計画変更後の内容がわかる書類（契約書の写し等）  

２  市長は、前項の規定による申請を受理したときは、変更内容を審

査し、第６条第１項の規定による決定を変更することができる。  

（補助事業開始の届出等）  

第 12条  第６条の規定による通知を受けた申請者が、補助事業に着手

したときは、速やかに次に掲げる書類を市長に提出しなければなら

ない。  

(１ ) 犬山市集会所等建築費補助事業（工事）着手届（様式第４）  

(２ ) 工事請負契約書の写し  

（実績報告）  

第 13条  申請者は、補助事業完了後１月を経過する日又は事業を実施

した年度の末日のいずれか早い日までに次の書類を市長に提出しな

ければならない。  

(１ ) 犬山市集会所等建築費補助事業実績報告書（様式第５）  

(２ ) 工事着工前及び工事完了後の写真  

(３ ) 建築基準法（昭和 25年法律第 201号）に基づく建築主事の検査

済証の写し（建築基準法により申請不要の場合は除く。）  

(４ ) 領収書等の写し  

（額の確定及び交付）  

第 14条  市長は、前条第１号の報告書が提出されたときは、その内容

を審査し、適当と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、

交付するものとする。  

２  申請者は、前項の規定により補助金の交付を受けようとするとき
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は、犬山市集会所等建築費補助金交付請求書（様式第６）を市長に

提出しなければならない。  

３  前２項の規定にかかわらず、市長が必要があると認めるときは、

補助金の一部を概算払することができる。この場合において、概算

払を受けようとする申請者は、犬山市集会所等建築費補助金概算払

請求書（様式第７）に市長が必要と認める書類を添付して市長に提

出しなければならない。  

（帳簿等の備付け）  

第 15条  申請者は、当該補助事業に関する帳簿を備え、その収入額及

び支出額を記載するとともに、その内容を証する書類を整備保管し、

補助金の使途を明らかにしておかなければならない。  

（検査）  

第 16条  市長は、補助事業に係る予算の執行の適正を期するため、申

請者の報告に基づき、帳簿等関係書類及び集会所等を検査すること

ができる。  

（交付の決定の取消し又は補助金の返還）  

第 17条  市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、補

助金の交付の決定額の全部又は一部を取消し、若しくはすでに交付

した補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。  

(１ ) 補助金の交付の決定をするときに付した条件又は市長の指示

に違反したとき。  

(２ ) 補助金を交付の目的以外に使用したとき。  

(３ ) 補助事業を中止又は廃止したとき。  

(４ ) 補助事業に関する申請、報告又は施工に不正な行為があった

とき。  

(５ ) その他この要綱に違反したとき。  

（変更決定通知等）  

第 18条  市長は、第８条、第 11条第２項又は前条の規定により、当該

補助金の交付の変更をした場合は、犬山市集会所等建築費補助金変

更決定通知書（様式第８）により当該申請者に通知しなければなら
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ない。  

（委任）  

第 19条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定め

る。  

附  則  

この要綱は、平成元年４月１日から施行する。  

附  則（平成 17年４月１日要綱第８号）  

この要綱は、平成 17年４月１日から施行する。  

附  則（平成 19年４月１日要綱第 10号）  

この要綱は、平成 19年４月１日から施行する。  

附  則（平成 22年４月１日要綱第２号）  

この要綱は、平成 22年４月１日から施行する。  

附  則（平成 24年９月１日要綱第 46号）  

この要綱は、平成 24年９月１日から施行する。  

附  則（平成 26年７月１日要綱第 41号）  

この要綱は、平成 26年７月１日から施行する。  

附  則（平成 27年６月１日要綱第 43号）  

この要綱は、平成 27年６月１日から施行する。  

附  則（平成 28年４月１日要綱第 21号）  

この要綱は、平成 28年４月１日から施行する。  

附  則（平成 31年３月 29日要綱第 39号）  

この要綱は、平成 31年４月１日から施行する。  

附  則（令和元年６月 24日要綱第５号）  

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  

附  則（令和３年３月 30日要綱第 47号）  

１  この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

２  この要綱の施行の際、この要綱による改正前の様式による用紙で

現に残存するものは、当分の間、その改正後の様式とみなして使用

することができる。  

附  則（令和４年３月 30日要綱第 48号）  
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１  この要綱は、令和４年４月１日から施行する。  

２  この要綱の施行の際、この要綱による改正前の様式による用紙で、

現に残存するものは、当分の間、その改正後の様式とみなして使用

することができる。  

附  則（令和５年３月 20日要綱第 33号）  

１  この要綱は、令和５年４月１日から施行する。  

２  この要綱の施行の際、この要綱による改正前の様式による用紙で、

現に残存するものは、当分の間、その改正後の様式とみなして使用

することができる。
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様式第１（第５条関係）  
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 様式第２（第６条関係）  
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様式第３（第 11条関係）  
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様式第４（第 12条関係）  
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様式第５（第 13条関係）  
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様式第６（第 14条関係）  
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様式第７（第 14条関係）  
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様式第８（第 18条関係）  

 

 


